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Ⅰ．法人概要 

 

１．建学の精神 

 

昭和２５年、戦後の混乱期、八丁堀３丁目に吉田流あん摩師養成のため、「東京マッサー

ジ師養成所」を開設した平川荘作は、あん摩治療ほど「人に優しい」治療法はないかと「は

り、きゅう」治療を捨てて、戦後で消失した「吉田鍼灸医学校」の精神の中から、「あん摩」

に特化した養成所を開校しました。この建学の精神の下に「医療と福祉」に携わる「技術

者」の育成を目指して、患者を思いやる心と「知識と技術」を併せ持つ、あん摩・マッサ

ージ・指圧師の養成を始めました。吉田流あん摩技術を通じて「人に優しい、人に喜んで

もらえる」人材の育成を目指し創立いたしました。 

 

 

２．学校法人設立の目的 

 

この法人は、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行い、人に優しく、社会に

貢献できる人材の育成を目的とする。この目的に添って三つの学校を設置しました。 

 

 

３．学校法人の概要 

 

名称：学校法人 常陽学園 

設立：昭和２５年４月１日 

法人の設立年月日：昭和４２年２月１日（財団法人） 

学校法人認可年月日：平成４年１１月３０日（学校法人） 

大学設置認可年月日：平成２３年１０月２４日 

 

東京医療福祉専門学校   昭和２５年開設 

  医療専門課程     昭和２５年開設 

専門学校 東京医療学院   平成１４年開設 

  医療専門課程      平成１４年開設 

東京医療学院大学     平成２４年開設 

  保健医療学部 リハビリテーション学科 

  保健医療学部 看護学科 平成２８年開設 
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４．学校法人の沿革 

 

明治３１年（１８９８年）吉田久庵三世が会長となり吉田流一門を中心に「東京鍼按灸  

治会」を設立 

明治４１年（１９０７年）東京鍼按灸治会付属講習所設立、吉田久庵三世所長に就き   

吉田流後継者の育成を行う。 

昭和１５年（１９４０年）吉田鍼灸医学校を開設 

昭和１８年（１９４３年）吉田久庵三世、東京鍼按灸治会会長を退任、浅見清四郎が    

会長に就任 

昭和２０年（１９４５年）吉田鍼灸医学校戦災により消失 

昭和２１年（１９４６年）浅見清四郎、東京鍼按灸治会会長を退任。平川荘作が会長に   

就任。東京鍼按灸治会の名称を吉田親交会と改める。 

昭和２５年（１９５０年）八丁堀一丁目に、東京マッサージ師養成所開設 

昭和４２年（１９６７年）財団法人マッサージ技術協会を設立。附属養成所となる。 

昭和５１年（１９７６年）日本橋蛎殻町へ校舎移転、名称を東京マッサージ師学校と改称 

昭和５４年（１９７９年）鍼灸マッサージ科増設、東京鍼灸マッサージ学校と改称 

昭和５８年（１９８３年）八丁堀二丁目に移転、東京鍼灸マッサージ専門学校と改称 

平成 元 年（１９８９年）介護福祉科を増設、東京医療福祉専門学校に改称 

平成 ４年（１９９２年）財団法人マッサージ技術協会を解散、学校法人 常陽学園を設立 

平成 ９年（１９９７年）理学・作業療法学科新設 

平成１２年（２０００年）鍼灸科増設 

平成１４年（２００２年）専門学校 東京医療学院開設。理学・作業療法学科移管すると  

共に定員を６２名増員入学定員１２２名とする。 

平成１８年（２００６年）東京医療福祉専門学校を八丁堀一丁目新築移転 

平成１９年（２００７年）東京医療福祉専門学校 鍼灸マッサージ教員養成科を新設 

平成２２年（２０１０年）東京医療福祉専門学校 柔道整復科を新設 

平成２３年（２０１１年）大学設置認可  

平成２４年（２０１２年）東京医療学院大学開設  

            保健医療学部 リハビリテーション学科 

平成２８年（２０１６年）東京医療学院大学 

            保健医療学部 看護学科開設 

平成３０年（２０１８年）東京医療学院大学 

            保健医療学部 リハビリテーション学科収容定員変更 

                   入学定員１００名 → １２０名  ２０名増 
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５．役員の状況 

（令和２年５月１日現在） 

NO 役職 氏名 

1 理事長 渡邊 賢二 

2 

理 事 

芳野 光子 

3 岡田 守弘 

4 石岡 正憲 

5 芳野 智秋 

6 松崎 勝 

7 関根 郁夫 

8 黒川 政義 

1 
監  事 

山吹 直幸 

2  高橋 奈香子 

1 

評議員 

渡邊 賢二 

2 岡田 守弘 

3 石岡 正憲 

4 芳野 智秋 

5 黒川 政義 

6 渡邊 聖志 

7 武田 淳史 

8 登坂 恒夫 

9 殿村 康一 

10  

11 岡 史篤 

12 松本 直人 

13 小堺 秀樹 

14 斉藤 照紀 

15 円谷 智彦 

16 大内 晃一 

17 山本 忠雄 
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６．設置する学校・学部・課程・学科 

                           （令和２年５月１日現在） 

設置する学校 学  部 学   科 

東京医療学院大学 保健医療 
リハビリテーション 

看護 

 

             （令和２年５月１日現在） 

設置する学校 課  程 学   科 

東京医療福祉専門学校 医療専門課程 

はり、きゅう、あん摩マッサージ指圧科 

はり、きゅう科（昼間部） 

柔道整復科 

教員養成科 

専門学校 東京医療学院 医療専門課程 
理学療法学科 （昼間部） 

理学療法学科 （夜間部） 

 

 

７．学科修業年限・入学定員・学級数・総定員・総学生数 

 

東京医療学院大学                  

（令和２年５月１日現在） 

学 部 学   科 修業年限 入学定員 総 定 員 総学生数 

保健医療学部 

リハビリテーション  4 年 １２０名 ４６０名 ４５０名 

看護学科 4 年 ８０名 ３２０名 ３３９名 

学 校 計  ２００名 ７８０名 ７８９名 

 

東京医療福祉専門学校                   

（令和２年５月１日現在） 

学     科 修業年限 入学定員 総 定 員 総学生数 

はり、きゅう、あん摩マッサージ指圧科 ３年 ４６名 １３８名 １２１名 

はり、きゅう科 ３年 ３０名 ９０名 ５５名 

柔道整復科 ３年 ３０名 ９０名 ４６名 

教員養成科(臨床課程) １年 ２５名 ２５名 １９名 

教員養成科(教員課程) １年 ２５名 ２５名 １９名 

学 校 計  １５６名 ３６８名 ２６０名 
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専門学校 東京医療学院 

                 （令和２年５月１日現在） 

学     科 修業年限 入学定員 総 定 員 総学生数 

理学療法学科（昼間部） ３年 ３２名 ９６名 ８４名 

理学療法学科（夜間部） ４年 ３０名 １２０名 ９６名 

学 校 計  ６２名 ２１６名 １８０名 

 

 

８．教職員の概要        

           （令和２年５月１日現在） 

学  校  名 学長・校長 専任教員 専任職員 

法人本部 ― ―  ９名 

東京医療学院大学 １名 ６１名 ３２名 

東京医療福祉専門学校 １名 ２５名   ６名 

専門学校 東京医療学院 １名 １１名   ７名 

合   計 ３名 ９７名 ５４名 

 

 

９．令和 2 年度 入学生の状況 

 

大学 

                        （令和２年５月１日現在） 

学 校 名 学 部 学    科 入学定員 受 験 者 入 学 者 

東京医療学院大学 保健医療 

リハビリテーション １２０名 ３６４名 １２９名 

（内訳） 

理学療法学専攻 

作業療法学専攻 

 

看護 

 

 ９０名 

 ３０名 

 

 ８０名 

 

２７８名 

８６名 

 

４７３名 

 

１００名 

 ２９名 

 

 ８５名 
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専門学校 

           （令和２年５月１日現在） 

学 校 名 課 程 学    科 入学定員 受 験 者 入 学 者 

東京医療福祉専門学校 
医療専門

課程 

はり、きゅう、あん摩マ

ッサージ指圧科 
４６名 ５１名 ４５名 

はり、きゅう科 ３０名 ２４名 ２０名 

柔 道 整 復 科 ３０名 ２１名 １９名 

教員養成科(臨床課程) ２５名 ２１名 １９名 

教員養成科(教員課程) ２５名 １９名 １９名 

合   計 １５６名 １３６名 １２２名 

専門学校東京医療学院 
医療専門

課程 

理学療法学科（昼間部） ３２名 ８７名 ３２名 

理学療法学科（夜間部） ３０名 ４４名 ３０名 

合   計 ６２名 １３１名 ６２名 

 

１０．令和２年度 国家試験の状況 

大学 

（令和２年５月１日現在） 

学 校 名 学 部 受験科目別 受験者 合格者 合格率 

東京医療学院大学 保健医療 

リハビリテーション    

理学療法士 ６５名 ６２名 95.4％ 

作業療法士 ２５名 ２２名 88.0％ 

看護    

看護師 ６７名 ５５名 82.1％ 

助産師  ５名 ５名 100％ 

専門学校 

            （令和２年５月１日現在） 

学 校 名 課 程 受験科目別 受 験 者 合 格 者 合 格 率 

東京医療福祉専門学校 
医療専門

課程 

(本科) は  り ３７名 ３２名 86.5％ 

きゅう ３７名 ３２名 86.5％ 

あ・マ・指 ３７名 ３５名 94.6％ 

(専科) は  り ２３名 ２２名 95.7％ 

きゅう ２３名 ２２名 95.7％ 

柔道整復  ２０名 １９名 95.0％ 

専門学校東京医療学院 
医療専門

課程 

理学療法（昼間部）   ２６名 ２３名 88.5％ 

理学療法（夜間部） ２０名 ２０名 100% 
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Ⅱ 事業の概要 

 

令和元年度事業報告 

令和元年度（2019 年度）の概要を取りまとめましたので、ここにご報告します。 

本報告書は、学校法人常陽学園が設置する東京医療学院大学、東京医療福祉専門学校及

び専門学校東京医療学院が建学の精神である「人に優しい」人材を育成するため、教育・

研究・地域貢献をどのように事業展開を行ったのか本学園ステークホルダーの皆様並びに

学外の方々にもご理解いただくため作成しました。 

 主な事業について付記しますと、高等教育の修学支援新制度の確認申請をいたしまして、

当法人の設置する全校において対象機関として認定されました。 

 また、学校法人常陽学園中期目標・中期計画を策定いたしました。 

中期目標・中期計画の策定にあたっては教育研究の質向上や内部質保証などの強化を図

ると共に、文部科学省による学校法人運営調査の実地調査を受審し付されました指導・助

言について真摯に受け止め、財政面での安定と強化にも努めてまいりました。 

東京医療学院大学では、平成２８年度に開設された看護学科が４年目を経過し、第 1 期

の卒業生を輩出いたしました。既設のリハビリテーション学科と共に、今年度も引き続き

学修支援体制の強化、国家試験対策など、「教育の質」を担保するべく、教育研究水準の向

上や適切な管理運営を行うよう努めてまいりました。 

 また、専門学校 2 校においては、国家試験の合格率のアップ、社会人のスキルアップの

ための学び場として提供、専門学校の特色を生かした知識の教授などを総合的に進め、PC

の更新も行い教育環境を整備いたしました。 

 東京医療福祉専門学校では、老朽化いたしました空調機の更新を行い、教育環境を整備

いたしました。 

 専門学校東京医療学院では、指導要領の改訂によるカリキュラムの見直しをし、長年の

経験で培われた指導力と併せ、教育の質向上を進めてまいりました。 

 以上のように学校法人常陽学園は約 1,200 名の学生を受け入れ人材育成に取り組んでま

いりました。 

なお、令和 2 年 2 月より新型コロナウイルスの感染が拡大し、当法人においても 4 月よ

り全校休校といたしました。 

緊急事態宣言が延長され 5 月においても休校措置を継続しておりましたが、再開後に遠

隔授業や学内実習を実施するべく授業計画の見直しや ICT 機器の整備を進めております。 

今後も引き続き学生・生徒の安全と教育の質確保に努めてまいります。 
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法人部門 

 

(１)法人本部の体制について 

 当該年度については、従前より引き続き法人本部機能を強化するとともに、東京医療学

院大学、東京医療福祉専門学校及び専門学校東京医療学院と法人本部の連携の強化、及び

事務手続きの標準化を図りました。 

 また、財務改善に向け予算管理の強化を図り、中期目標・中期計画では目的別予算の運

用方法を計画し法人運営体制の強化に努めました。 

  

(２)理事会評議員会の開催について 

 令和元年度中に開催した理事会評議員会は次の通りです。 

  令和元年 5月 22 日  理事会 評議員会 理事会 (平成 30年度決算) 

  令和元年 5月 22 日  第 1 回 理事会   

  令和元年 6月 19 日   第 2 回 理事会  第 1回 評議員会 

  令和元年 7月 17 日   第 3 回 理事会   

  令和元年 8月 28 日   臨時理事会（学校法人運営調査のため） 

令和元年 9月 18 日  第 4 回 理事会 

  令和元年1 0月 16日   第 5 回 理事会  第 2回 評議員会 

令和元年1 1月 20日   第 6 回 理事会    第 3回 評議員会 

  令和元年1 2月 18日   第 7 回 理事会   

  令和 2年 1月 22 日   第 8 回 理事会  第 4回 評議員会 

    令和 2年 2月 19 日   第 9 回 理事会    第 5回 評議員会 

  令和 2年 3月 18 日   第1 0回 理事会   第 6回 評議員会 事業計画・予算審議 

  平成 30年度を対象とした理事会 1回、評議員会 1回 

  令和元年度を対象とした理事会 11回、評議員会 6回 

 

(３)情報公開について 

 財務情報の情報公開の内容について、開示方法の工夫によりステークスホルダーへの 

説明責任を果たすべく努めました。 
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東京医療学院大学 

１．令和元（2019）年度 事業概要 

 令和元（2019）年度は、新学長のもと新たな教学マネジメント体制で平成 24（2012）

年の開学以来の基本計画に基づく教育・研究体制を再検討し、教育・研究の「質の保

証」を図るため、IR を中心としたデータ分析による現状把握を基に法人本部と中期目

標中期計画を策定した。 

また、本年度は、平成 28（2016）年度に新設された看護学科の完成年度を向え第 1

期生 67 名を新たな専門職業人として社会へ輩出した。 

 

２．教育活動 

（１）学修支援体制 

本学の学修支援の基盤である少人数担任・学生サポートアドバイザー制をベースに学生

個々に対する在学中の修学支援を実施し、退学等の学籍移動や成績不良、学納金の納付状

況など教職員間で情報を共有し、きめ細やかな学修支援が行われ成績向上にも役立ってお

り、引き続き本年度もこの体制を継続した。本学の課題である休学・退学学生の削減を図

るため、IR の活用により各種学生情報で統計的な実態把握を行い、迅速な教職員間の連

携を進めた。 

その他にも、シラバスの記載にあたっては、ディプロマポリシーとの関連や授業外の自

主学修時間の記載の徹底を図るなど、学生の自主的な学修や教育の質の保証に向けた取り

組みを行った。 

（２）FD 活動 

FD・SD 委員会による「授業アンケート」および「授業に関する意見書」により学

生からの様々な意見・要望を汲み上げ、学生の意見・要望を反映させた学修支援の実

践を目指し教員個々の授業改善と質の向上に努めた。 

 

３．研究活動 

（１）科学研究費助成事業 

 科学研究費助成事業における研究費については、全教員に申請を奨励した結果、令

和元年度は、基盤研究（C）及び若手研究に 24 件の応募に到った。この内、若手研究

で 2 件の新規交付を受けた。これにより本学合計で 7 課題の研究が来年度進行するこ

ととなった。 

（２）研究倫理 

研究の倫理性・妥当性の担保のため研究倫理委員会が説明会を開催し、実験指針・

研究倫理の教育徹底を行った。教員および学生の研究活動の円滑化および質の向上を

図るため、以下のような取り組みを本年度も実施した。 

1）研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に基づき、研究倫

理についてのコンプライアンス、研究倫理、倫理審査申請の方法に関する研修会、

科学研究費の申請に関する説明会を実施。 

2）倫理審査の申請を行いやすくするために、倫理審査の実施要領を作成。 
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3）研究報告会を実施。 

4）研究倫理に関する e-learning の必修化。 

 

４．学生募集 

（１）広報活動 

受験生の志望動向、受験傾向に即した学生募集・広報活動を速やかに行える広告媒

体として、大学パンフレット2019、学生募集要項等の送付を資料請求者へ行い、イン

ターネット利用関連では本学ホームページに加え7業者を報告媒体として本学の紹介

と学生募集を広く行い、本学の特徴である保健医療分野に特化した内容の広報を推進

した。 

オープンキャンパス、高校訪問・病院見学会の実施や高校内イベントへの参加等の

広報の機会を充実強化し、直接受験生に本学の取り組んでいる教育と研究体制につい

て、より理解が得られるよう引き続き全教職員で取り組む。 

 ・オープンキャンパス 参加者総数 1,663人 

  開催日：6月17日（参加者数329人）、7月21日（参加者数316人） 

      8月4日（参加者数472人）、8月24日（参加者数483人） 

      11月2日（大学説明会・大学祭時個別相談）（参加者数56人） 

      3月22日（個別相談）（参加者数7人） 

（２）入学者の確保 

本年度の入学試験は、文部科学省が進める大学入試改革に対応する万全の体制を構

築すると共に、新たな入試形態（AO入試）を実施し確実な入学者の確保を図った。 

また、出願手続きに関しても受験生・保護者への負担感を軽減するため、インター

ネットでの Web 出願手続き実施を実施し入学手続き業務の改善を図った。 

・令和 2 年度入学試験 

  AO入試2回（看護学科：9月8日、リハビリテーション学科：9月8日、10月6日） 

  推薦入試2回（看護学科・リハビリテーション学科：11月10日、12月15日） 

  一般入試2回（看護学科・リハビリテーション学科：2月2日、3月1日） 

  センター試験利用入試（1月18日、1月19日）※中央大学と共同実施 

 ・入学者数 

  リハビリテーション学科（理学療法学専攻、作業療法学専攻） 

   理学療法学専攻（定員90人）：志願者数296人、合格者数224人、 

                 入学者数100人 

   作業療法学専攻（定員30人）：志願者数92人、合格者数86人 

                 入学者数29人 

  看護学科（定員80人）：志願者数508人、合格者数249人、入学者数85人 

 

５．学生支援 

（１）学生生活 

本年度実施した全学生を対象とした「学生満足度調査」の結果を基に学内設備計画
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の見直しを図り、学生の大学への要求や不満に迅速に対応できるようにすることで学

生生活の満足度を高めていくように図った。 

（２）学生相談・保健管理 

学生相談は、カウンセリングを中心してアドバイスや心理検査、学内関係者との連

携を行った。今までも保健管理室と連携を行ってきたが、少しでも早期の段階でカウ

ンセリング実施が出来るよう更なる学生への周知、教員との連携を図っていく。 

保健管理に関しては、定期健康診断、保健衛生教育・指導及び学外実習への対策と

して抗体検査を実施するとともに集団感染症やメンタル面及び身体面での個別相談・

指導も実施した。特に初期の新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から保健管理

室と教職員が連携を取りながら感染予防に向けた迅速な対応と指導を実施し感染の拡

大を防ぐことができた。 

（３）奨学金 

修学支援制度の実施に伴い機関要件認定手続き及び学内手続きに関する諸規程の

制定等を整備し、今までの経済的支援としての「東京医療学院大学奨学金」「卒業支援

金給付制度」により経済的な理由で休学・退学する学生の発生を防ぐよう経済的支援

策のよる学生支援の強化を図った。 

 

６．キャリア支援 

（１）国家試験対策 

今年度は、看護学科で初めて国家試験に臨むこととなり、教員が一丸となって国家

試験対策に取り組み、全学生が合格できるようにサポートした。また、リハビリテー

ション学科でも昨年度の国家試験の支援体制を振り返り、その効果を検証し、各種支

援策を早い時期から実施した。 

・リハビリテーション学科 

 理学療法学専攻：国家試験受験者数 65 人中 62 人合格 

  作業療法学専攻：国家試験受験者数 25 人中 22 人合格 

・看護学科：看護師国家試験受験者数 67 人中 55 人合格 

      助産師国家試験受験者数 5 人中 5 人合格 

（２）就職支援 

学生が就職活動を行う上で医療機関及び福祉施設等からの求人票を取り寄せると

ともに、情報提供が適時円滑に行えるよう求人閲覧システムを更新した。併せて、「就

職の手引き」の見直しを行い、より効果的に就職支援した。 

・リハビリテーション学科 

理学療法学専攻：就職希望者 62 人に占める就職率は 100％ 

作業療法学専攻：就職希望者 22 人に占める就職率は 100％ 

・看護学科：就職希望者 55 人に占める就職率は 100％ 

 

７．管理運営 

（１）教学マネジメント 



12 

 

大学の意思決定と教学マネジメントにおけるリーダーシップを学長が発揮するた

めの組織として戦略会議、教授会、各種委員会は、大学の組織運営、教育・研究、自

己点検に関わることなどの重要事項に関して検討している。更に本年度は、学長のリ

ーダーシップを適正に発揮させるために必要な補佐体制の整備と各役割に応じた権限

と責任を明確にした教学メネジメントの構築を図るため、来年度より進行する中期目

標中期計画を策定に際し IR 室によるデータ分析による現状把握を基として、管理運

営の面から早期に重要課題に取り組む組織、財政、内部質保証体制、施設設備の基盤

強化に取り組む。 

（２）地域貢献・社会貢献 

多摩市、多摩市社会福祉協議会活動へ積極的な協力に努め一層の関係づくりを構築

している。また、本学の存在を地域社会に認知してもらえるように、地域行事への協

力や本学学園祭の広報を実施し、日頃から交流の機会が持てるように計画し、地域と

の連携及び交流の促進に努めている。 

特に本年度は、7 月 21 日にオリンピック・パラリンピックの自転車ロードレース

競技の一部が多摩市内道路に掛かることから多摩市が中心となり市内にある 6 大学が

連携協定を結び本大会のサポートを実施することとなっており、これに伴う体制作り

の一環で実施されたプレイベントに学生 16 人、教職員 2 人がコースサポーターとし

て参加し気運醸成に努めている。 

また 10 月 20 日に実施された多摩市医療系防災訓練では、本学リハビリテーション学

科の学生 72 人が参加し多摩市医師会より感謝状を授与されなど、今後も一層地域社会

への貢献・協働を行っていく。 
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東京医療福祉専門学校  

事業計画において計画された学校行事については、計画どおり実施いたしました。 

2月後半からの新型コロナウイルの感染拡大により、計画していた内容を一部変更等によ

り対応いたしました。 

卒業式は、新型コロナウイルの感染リスクを鑑みて中止いたしました。 

 

今後の学校運営にあたり、中長期の計画を学校全体で議論し策定いたしました。 

条文の一部変更等で学則変更の届出を行いました。 

高等教育の修学支援新制度の申請手続きを行い、確認校に承認されました。 

文部科学省における入試改革において、ICT 活用を推進されていることに伴い、インタ

ーネット出願のシステム導入し運用しました。 

はり・きゅう科の外部臨床実習の届出と柔道整復科の外部臨床実習の届出をいたしまし

た。 

 

校舎内の空調機器の更新を行いました。 

校舎内の電子計算機器の更新を行いました。 

 

学校運営に係る情報共有のため、学校運営協議会を 21 回開催しました。 

令和元年度は、入学定員数確保のため、教務と事務が連携を密にし、広報活動の係ると

ころについては、事務局が主体となってＳＮＳの発信をしたこと、また教務が主体となっ

て学校説明会の内容を刷新したことが奏功し学校説明会の参加者は増加となりました。 

学校説明会等の運営については、年々変化する受験生を分析した上で、学校説明会を実

施。改善を図りましたが、受験者の増加に繋がりました。 

学生募集において、専門実践教育訓練給付金の指定校が奏功しており、昨年度に引き続

き受験者の確保ができました。 

 

令和 2 年度の入学生、はり・きゅう・あん摩マッサージ指圧科、はり・きゅう科、柔道

整復科、教員養成科、定員充足の目標に達することができませんでした。 

 

従前より学生による授業評価を実施し、教員に結果を報告。講師によって差があるもの

のよりよい授業にするための意識改革は浸透している。 

学生指導については、実技・補習授業の実施をすることを進めたことにより知識・技術

の定着がはかられた。 

解剖見学実習を各学科ともに実施し、学生の解剖学のスキルアップのみならず、生や死

の倫理観を学びました。 

 

本年度の国家試験の状況は、あん摩マッサージ指圧師の合格率 94.6%となりました。 

はり師、きゅう師については、90％台の合格率。柔道整復師の合格率 95％となりました。 
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研究活動 

 はり・きゅう・あん摩マッサージ指圧科、はり・きゅう科 

日時：令和元年 10 月 11 日 金曜日   

場所：大阪国交流センター 

  主催：公益社団法人 東洋療法学校協会  

 

研究演題：合谷穴への鍼刺激が視力に及ぼす影響について（第２報） 

     ―円皮鍼と毫鍼による近見視力の比較検討― 

 

  

学生募集活動 

  ・オープンキャンパス  ２回開催 

参加人数 ５５人  

開催日 7/28、9/29  

  

  ・学校説明会 １８回開催(内夜間説明会 ６回)   

参加人数 １２５人(内夜間説明会 ３４人) 

開催日 4/27、5/25、6/12、6/22、7/13、7/18、8/31、9/11、9/16、10/10、10/26、

11/2、11/13、12/1、12/19、1/11、1/26、2/9 

   

・個別説明会 

     参加人数 ７５人 

 

入学試験 

・令和2年度の入学試験を実施  

 はり・きゅう・あん摩マッサージ指圧科 

 はり・きゅう科 

 柔道整復科 

  ① ＡＯ入試   １３回 (6/8、7/6、7/27、8/25、9/8、9/25、10/6、10/12 

10/30、11/16、11/27、12/14、1/18) 

  ② 社会人推薦入試 ６回（9/8、9/25、10/6、10/12、10/30、11/27） 

③ 高校推薦入試  ５回（10/6、10/12、11/16、12/14、1/18）  

④ 一般入試    ３回（11/16、12/14、1/18） 

⑤ 特別入試    ４回（1/29、2/8、2/23、3/8） 

 

   教員養成科 

    ① 推薦入試  ３回（10/12、12/14、3/8） 

    ② 一般入試  ４回（10/12、12/14、2/21、3/8） 

 



15 

 

学生支援活動 

１．キャリア教育 

（１）学術講習会 

    スポーツトレーナーゼミ(山本ゼミ)  ＊参加者資格：当校在学生、卒業生 

    年間１０回(月１回)         受講生 １８人 

  

 

（２）在学生向けキャリア教育セミナー  

   令和元年６月１２日  １８時～１９時   参加者 ４０人 

    講師：コリトレール株式会社  劉勇 先生 

演題：鍼灸業界で勝ち残る極意!! 

 

   令和元年７月１８日  １８時～１９時   参加者 ３８人 

講師：骨格 LABO   安達 大恭 先生 

    演題：カイロプラクティックテクニック 

 

 

   令和元年９月１１日  １８時～１９時   参加者 １９人 

    講師：株式会社シナジージャパン 須々木 由貴 先生 

    演題：スポーツ治療技術を体感しよう 

 

令和元年１１月１３日  １８時～１９時  参加者 ２２人 

講師：株式会社 cocomi ここみ治療院 宮崎 隆典 先生 

    演題：最速で坐骨神経痛を治す鍼パルス 

 

令和元年１２月１９日 １８時～１９時   参加者 １８人 

    講師：株式会社スポーツ＆ヘルスケア 中井 啓太 先生 

演題：トレーニング指導で大切な 5 大原則 

 

令和元年１２月２１日 １２時３０分～１４時３０分  参加者 ９０人 

    講師：美容鍼灸 HARICCHI  川辺 奈穂 先生 

演題：美の秘訣 ～輝く女性の生き方 

 

２．就 職 

就職セミナー 

令和元年５月３１日 １２時３０分～１６時００分 

参加企業 ２７社  

  

令和元年６月３日 １２時３０分～１６時００分 
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参加企業 ２７社 

 

令和元年１１月２２日 １２時３０分～１６時００分 

参加企業 ２７社 

 

３．地域貢献 

   地域交流 

地域交流マッサージを当校内の８階臨床実習室にて実施  

全２０回 総患者数 ３５０人 

６月 ７日（金） 患者数 ２０人 １月３１日（金） 患者数 １８人 

６月１４日（金） 患者数 ２０人 ２月 ４日（火） 患者数 １６人 

９月２４日（火） 患者数 ２１人 ２月 ７日（金） 患者数 １８人 

９月２５日（水） 患者数 １８人 ２月１８日（火） 患者数 ２１人 

１１月 １日（金）  患者数 ２０人 ２月２１日（金） 患者数 １５人 

１１月 ８日（金） 患者数 ２０人 ２月２５日（火） 患者数 １９人 

１月１７日（金） 患者数 ２１人 ２月２８日（金） 患者数 １５人 

１月２１日（火） 患者数 １９人 ３月 ３日（火） 患者数 １７人 

１月２４日（金） 患者数 １８人 ３月１０日（火） 患者数 １０人 

１月２８日（火） 患者数 ２０人 ３月１１日（水） 患者数  ４人 

   

施設整備 

実習室の実習に係る物品の整備 
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専門学校東京医療学院 

 

I. はじめに 

医療関連専門職が必要とする最新の知識と技術を学び、障害をもつ人々の気持ちを

理解し共感できる「優しい心を持ったリハビリのプロ」を育てることを教育理念とす

る当学院では、知識、技術及び社会人としての教養、マナーを身につけたコミュニケ

ーション能力のある人材を養成し、理学療法士の国家資格を取得することを教育目標

として、掲げています。 

こうした趣旨のもと事業計画をたて取り組んだ結果を以下のとおり報告します。 

 

II. 教職員及び教育の質的向上について 

(1) 知識・技術の還元 

専任教員は、週一回の臨床における研修に加え学会・講習会へ参加し、研修・研

讃の機会を得て自身の知識と技術の向上を図り授業等で学生に還元することに努め

た結果、学期末授業終了後、学生に調査した「授業評価」でも高い満足度の評価を

得ています。 

 

(2) 国家試験 

理学療法士資格の取得を目標とする専門課程を置く本学院において、国家試験の

合格率は、とりわけ重要な位置づけにあるとの認識のもと、専任教員をはじめ外部

講師による国家試験対策講座を取り入れ重点的に対応しました。 

具体的には、国家試験対策を実習終了後、夜間部は 8 月から、昼間部は 10 月か

ら本格的に開始し、試験直前には平日は毎日、休日にも補講を実施しました。結果、

昼間部及び夜間部を合算して現役生の合格率は全国平均を上回り、夜間部に関して

は 100%を達成することができました。 

 

●令和元年度卒業生 国家試験結果 

学    科 受験者数(人) 合格者数(人) 合格率 全国平均 

理学療法学科昼間部 26 23 88.5% 

93.2% 理学療法学科夜間部 20 20 100% 

計 46 43 93.5% 

    

(3) 就職状況 

就職支援として、例年、病院等の施設に求人票の送付依頼を行っているほか、病

院等の施設から講師を招いて就職説明会を 2 回実施し、令和元年度の卒業生 46 人

に対して 645 施設から 2,536 名の求人があり、希望者全員の就職が決まりました。 
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●令和元年度卒業生 就職状況 

学    科 卒業者数(人) 就職希望者数(人) 就職者数(人) 就職率 

理学療法学科昼間部 26 23 23 100% 

理学療法学科夜間部 20 19 19 100% 

計 46 42 42 100% 

※ 就職希望者は、国家試験不合格者、未受験者を除く。 

 

(4) 退学者・休学者対策 

少人数クラスにおける学級担任制の特色を生かした、学修のみならず日常生活指

導も含めた学生一人ひとりに対する日頃の指導と、退学者及び休学者の低減を図る

対策として平成 28 年度後期より導入した「スクール・カウンセリング制度」により

学生の心のケアに対応してきました。これにより経済的理由や心身の急激な変化な

ど退学・休学を余儀なくされるケースは減少傾向にありますが、令和元年度は低学

年における進路変更が増加しました。退学者数は前年度比で 6 人増でしたが、休学

者は 1 人減となり、令和元年 5 月 1 日現在の学生数は前年度比で 6 人増の 185 人と

なりました。（定員充足率 85.6％） 

 

●退学者（人） 

学    科 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 増 減 

理学療法学科昼間部 8 8 8 0 

理学療法学科夜間部 10 7 13 6 

計 18 15 21 6 

 

●休学者（人） 

学    科 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 増 減 

理学療法学科昼間部 2 1 1 0 

理学療法学科夜間部 1 1 0 ▲1 

計 3 2 1 ▲1 

 

III. 実習施設の確保について 

理学療法士養成校の増加やレオパレス問題で、実習施設の確保が非常に厳しい状況

においても学生の利便と経費節約を考え首都圏での確保（東京都 1 施設、神奈川県 2

施設を新規確保）に努めた結果、首都圏以外の遠隔地における実習地の比率は目標と

する 10％を下回る 6.0％を達成しました。（全 125 施設中 8 施設） 

実習に伴う宿舎の借上費用については、実習生数が前年度比 1.21 倍に増加し首都圏

内においてもレオパレスの利用を余儀なくされたため、また契約形態に変更があった

ことから前年度比 17.9％増の 4,877,671 円となりました。 
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IV. 学生募集について 

(1) 広報活動 

適切な運営状況を継続するためには学生の確保が必須条件であり、募集活動は事

業計画において最重要なものと考え、定員充足を目標に広報委員会を中核として教

職員一丸となり下記の募集活動に取り組み、学校説明会等への参加者は前年度比

15％増の 278 人となりました。 

 

① オープンキャンパス、学校説明会を 35 回実施したほか、随時、個別学校案内を実

施しました。 

② 学校説明会等に、スポーツトレーナーやジム経営等の各界で活躍している当学院

の卒業生を招いて講演会を実施しました。 

③ インターネット媒体により情報を取得する現代社会のニーズに合わせて、当学院

のホームページにて学生募集に関する最新情報、学内情報等の更新を細やかに行

い、志願者にきめ細かく情報を発信しました。 

④ 本学院の学校説明パンフレットをはじめ、各広告媒体に在校生・卒業生を多く露

出し、当学院での学生生活や卒業後の職業像を実態に即した情報を志願者に提供

しました。 

⑤ 自主制作のダイレクトメールを発送するなど経費の削減に努めつつ来校者、出願

者の増加を図りました。 

⑥ 志願者が職業像を捉えることができる機会として病院見学会を13回実施したほか、

平日、夜間部の授業時間帯に行う学校説明会では可能な限り授業見学を実施しま

した。 

 

(2) 入学試験 

年度を通して前年度を上回る数の志願者を獲得しましたが、厳正に試験を実施し

た結果、当初予定の入学試験だけでは定員の充足に至らず、3 月下旬まで追加の入

学試験を実施しました。 

昼間部は前年を 21 人上回る志願者数（前年比 1.31 倍）で、夜間部は前年を 17

人上回る志願者数（前年比 1.57 倍）となり、定員を充足しました。 

 

●令和 2 年度入学者数 

学    科 定員(人) 入学者(人) 定員充足率（％） 

理学療法学科昼間部 32 32 100 

理学療法学科夜間部 30 30 100 

計 62 62 100 

 

 

 

 



20 

 

●令和元年度志願者数（人） 

学    科 平成 30 年度 令和元年度 増 減 

理学療法学科昼間部 68 89 21 

理学療法学科夜間部 30 47 17 

計 98 136 38 

 

(3) 令和 2 年度の広報計画 

職業像とのミスマッチ等による入学後の退学を低減させることを目標とし、職業

理解や学校生活についての理解を促す情報をインターネット媒体のさらなる活用で

広く志願者に発信します。 

また、進学希望者が年度初期に進学先を決定する近年の傾向に合わせて広報活動

を展開します。 

 

V. 学生支援について 

社会情勢を反映し経済的に苦しい学生が増加していることから、本学院が従来行っ

ている学費納付計画に関する個別相談や日本学生支援機構奨学金、就職を条件に病院

等が設定している支援制度等の紹介に加え、国が推進し令和 2 年度から施行される高

等教育の修学支援新制度の利用促進の準備に取り組み、対象機関として確認を受ける

ことができました。 

また、当学院独自の褒賞制度により成績優秀者へ学資支援を行いました。 

 

VI. 設備・備品の維持管理 

例年同様、年間を通して管理会社による定期設備点検を実施し設備の維持管理に努

め、点検結果を反映し令和 2 年度以降の修繕計画について再考しました。 

また、法令に則り消防設備点検を実施しました。 

 

VII. 学校行事について 

年度当初に計画した学事は概ね遂行できましたが、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大の影響を受け、3 月 14 日に予定していたオープンキャンパスを中止し、3 月 19

日に予定していた卒業式は校内における卒業証書授与のみの縮小開催としました。 

 

VIII. その他 

(1) 助成事業の利用 

東京都私学財団の私立専修学校教育環境整備費助成事業に採択され助成金の交付

を受けました。（項目・金額：教育設備装置整備助成金・1,599,000 円、研究及び教

育用図書等整備助成金・245,000 円） 

(2) 評価活動 

リハビリテーション教育評価機構による評価認定審査を受審しました。指摘事項

は特にありませんでした。 
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令和元年度（2019 年度）決算について 

（1）事業活動収支計算書の概要 

  事業活動収支計算書は、事業活動収入と事業活動支出の内容とその均衡状況を明

らかにすることを目的としています。 

本学園の令和元年度（2019 年度）の収支は、事業活動収入 1,993,531 千円から事

業活動支出 2,078,349 千円を差し引いた基本金組入前当年度収支差額が△84,817 千

円となりました。 

＜事業活動収支計算書＞ （単位：円）

科目 予   算 決  算 差       異

   学生生徒等納付金 1,868,290,000 1,870,065,000 △ 1,775,000

   手数料 26,787,000 33,805,141 △ 7,018,141

   寄付金 100,000 0 100,000

   経常費等補助金 62,208,000 62,221,342 △ 13,342

       国 庫 補 助 金 62,108,000 62,108,000 0

       地方公共団体補助金 100,000 113,342 △ 13,342

   付随事業収入 14,220,000 14,223,091 △ 3,091

   雑収入 4,650,000 7,674,056 △ 3,024,056

   教育活動収入計 1,976,255,000 1,987,988,630 △ 11,733,630

科目 予   算 決  算 差       異

   人件費 1,422,171,590 1,322,713,664 99,457,926

     （内 退職給与引当金繰入額） 35,052,000 44,312,000 △ 9,260,000

   教育研究経費 652,229,000 575,548,688 76,680,312

     （内 減価償却額） 196,603,000 194,251,232 2,351,768

   管理経費 179,824,000 161,480,757 18,343,243

     （内 減価償却額） 9,154,000 7,866,239 1,287,761

   徴収不能額等 0 2,625,000 △ 2,625,000

   教育活動支出計 2,254,224,590 2,062,368,109 191,856,481

△ 277,969,590 △ 74,379,479 △ 203,590,111

科目 予   算 決  算 差       異

   受取利息・配当金 14,000 14,274 △ 274

   教育活動外収入計 14,000 14,274 △ 274

科目 予   算 決  算 差       異

   借入金等利息 8,820,267 8,126,996 693,271

   その他の教育活動外支出 0 0 0

   教育活動外支出計 8,820,267 8,126,996 693,271

△ 8,806,267 △ 8,112,722 △ 693,545

△ 286,775,857 △ 82,492,201 △ 204,283,656

科目 予   算 決  算 差       異

   資産売却差額 0 0 0

   その他の特別収入 1,844,000 5,528,651 △ 3,684,651

   特別収入計 1,844,000 5,528,651 △ 3,684,651

科目 予   算 決  算 差       異

   資産 処分 差額 0 7,853,988 △ 7,853,988

   その他の特別支出 0 0 0

   特別支出計 0 7,853,988 △ 7,853,988

1,844,000 △ 2,325,337 4,169,337

0 /

20,000,000 / 20,000,000

△ 304,931,857 △ 84,817,538 △ 220,114,319

△ 155,600,000 △ 83,038,312 △ 72,561,688

△ 460,531,857 △ 167,855,850 △ 292,676,007

（参考）

1,978,113,000 1,993,531,555 △ 15,418,555

2,283,044,857 2,078,349,093 204,695,764

   〔予　　備　　費〕

   特別収支差額
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教育活動収支 

・学生生徒等納付金 

  学生生徒等納付金は、前年度に比べ 168,030 千円増の 1,870,065 千円になりました。事業

活動収入に占める構成比率は 93.8％となっています。構成割合は収入の各科目間の相対的な

ものであり、他の収入科目の増減により左右されます。なお、学納金収入増加の主な要因と

しては、東京医療学院大学において看護学科の学年進行に伴い在籍者数が増加したためです。 

・手数料 

  手数料は、前年度に比べ 3,015 千円増の 33,805千円となりました。 

このうち入学検定料は前年度に比べ 1,900 千円増の 26,645 千円となります。 

また、事業活動収入に占める構成比率は 1.7％となっています。 

・経常費等補助金 

   国庫補助金は、前年度に比べ 18,165 千円減の 62,108 千円となりました。 

   また、事業活動収入に占める構成比率は 3.1％となっています。 

・付随事業収入 

   東京医療福祉専門学校における付属治療院および公開講座の収入です。 

・人件費 

   人件費は、前年度に比べ 41,767 千円増の 1,322,713 千円となりました。 

経常収入における人件費率は 66.5％となり昨年度に比べ 3.3％減少しました。 

また、事業活動支出に占める構成比率は 63.6％となっています。 

・教育研究経費 

   教育研究経費は、前年度に比べ 38,094 千円増の 575,548 千円となりました。 

   事業活動支出に占める構成比率は 27.7％となっています。 

   このうち減価償却額は 194,251 千円で、教育研究経費に占める割合は 33.8％となっていま

す。 

・管理経費 

   管理経費は、前年度に比べ 220 千円増の 161,480 千円となりました。 

   事業活動支出に占める構成比率は 7.8％となっています。 

 

教育活動外収支 

 ・受取利息・配当金 

   受取利息・配当金は、14 千円となりました。 

 ・借入金等利息 

   借入金等利息は、前年度に比べ 382 千円減の 8,126 千円となりました。 

   事業活動支出に占める構成比率は 0.4％となっています。 

 

 

事業活動支出の構成比率

人件費

63.6％

教育研究経費

27.7％

管理経費

7.8％
その他

0.9％

 

事業活動収入の構成比率
付随事業収入

0.7％

経常費等補助金

3.1％

手数料

1.7％
学生生徒

等納付金

93.8％

その他

0.7％
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（2）資金収支計算書の概要 

  当該年度の諸活動に対するすべての収支及び支出の内容と、支払い資金の収入及

び支出のてん末を明らかにすることを目的としています。 

  令和元年度（2019 年度）決算では翌年度繰越支払資金が 72,189 千円増加し、

749,538 千円となりました。 

＜資金収支計算書＞ （単位：円）

科目 予   算 決  算 差       異

   学生生徒等納付金収入 1,868,290,000 1,870,065,000 △ 1,775,000

   手数料収入 26,787,000 33,805,141 △ 7,018,141

   寄付金収入 100,000 0 100,000

   補助金収入 64,052,000 64,065,342 △ 13,342

       国 庫 補 助 金  収 入 62,108,000 62,108,000 0

       地方公共団体補助金収入 1,944,000 1,957,342 △ 13,342

   資産売却収入 0 0 0

   付随事業・収益事業収入 14,220,000 14,223,091 △ 3,091

   受取利息・配当金収入 14,000 14,274 △ 274

   雑収入 4,650,000 7,674,056 △ 3,024,056

   借入金等収入 0 0 0

   前受金収入 860,750,000 874,251,000 △ 13,501,000

   その他の収入 32,947,405 24,768,629 8,178,776

   資金収入調整勘定 △ 796,638,965 △ 798,629,000 1,990,035

   前年度繰越支払資金 677,349,346 677,349,346 /

   収入の部 合 計 2,752,520,786 2,767,586,879 △ 15,066,093

科目 予   算 決  算 差       異

   人件費支出 1,387,119,590 1,318,427,664 68,691,926

   教育研究経費支出 455,626,000 381,297,456 74,328,544

   管理経費支出 170,670,000 153,614,518 17,055,482

   借入金等利息支出 8,820,267 8,126,996 693,271

   借入金等返済支出 38,919,014 38,525,577 393,437

   施設関係支出 36,000,000 41,800,128 △ 5,800,128

   設備関係支出 68,103,360 78,592,798 △ 10,489,438

   資産運用支出 0 204 △ 204

   その他の支出 57,311,362 99,109,850 △ 41,798,488

0 /

14,168,000 / 14,168,000

   資金支出調整勘定 △ 85,321,946 △ 101,446,947 16,125,001

   翌年度繰越支払資金 601,105,139 749,538,635 △ 148,433,496

   支出の部 合 計 2,752,520,786 2,767,586,879 △ 15,066,093

   〔予　　備　　費〕

支 出 の 部

収 入 の 部

 

・前受金収入 

  令和 2 年度（2020 年度）入学生の学生生徒納付金および在校生の学納金の一部が、

令和 2 年（2020 年）3 月末日までに納入されるため、令和元年度（2019 年度）の前受

金収入とします。 

・資金収入調整勘定 

  期末未収入金と前期末前受金は、現金収受が前年度または翌年度以降行われ、令和元

年度（2019 年度）には資金の流れが伴わないので控除されます。 

・施設関係支出 

  建物・構築物等に係る支出で、大学校舎の電源増設工事や専門学校校舎の空調機更新

工事を行いました。 
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・設備関係支出 

  機器備品・図書等の取得です。教育研究用機器備品取得の主なものは、大学において

ICT 機器備品などを取得しました。 

・資金支出調整勘定 

  期末未払金と前期末前払金は現金支払いが前年度または翌年度以降行われ、令和元年

度（2019 年度）には資金の流れを伴わないので控除されます。 

 

 

（3）貸借対照表の概要 

  貸借対照表は当該会計年度末における学校法人の財政状態をあらわしたものです。 

  貸借対照表の資産の部は現預金や有価証券、固定資産等、資金の運用形態を表し、

負債の部は借入金や未払金、基本金等、資産の調達源泉を表しています。 

  令和元年度（2019 年度）決算では資産の部合計 4,877,472 千円、負債の部合計

2,142,546 千円、純資産の部 2,734,926 千円となりました。 

＜貸借対照表＞ （単位：円）

科目 本年度末 前年度末 増減

   固定資産 4,115,969,597 4,200,963,275 △ 84,993,678

       有形 固定 資産 4,011,015,200 4,096,691,454 △ 85,676,254

       特  定  資  産 70,644,459 70,644,255 204

       その他の固定資産 34,309,938 33,627,566 682,372

   流動資産 761,503,095 682,477,215 79,025,880

   資産の部合計 4,877,472,692 4,883,440,490 △ 5,967,798

科目 本年度末 前年度末 増減

   固定負債 1,044,101,914 1,081,652,340 △ 37,550,426

   流動負債 1,098,444,183 982,044,017 116,400,166

   負債の部合計 2,142,546,097 2,063,696,357 78,849,740

科目 本年度末 前年度末 増減

   基本金 4,966,109,418 4,883,071,106 83,038,312

   　　　　第１号　基本金 4,843,109,418 4,760,071,106 83,038,312

   　　　　第４号　基本金 123,000,000 123,000,000 0

   繰越収支差額 △ 2,231,182,823 △ 2,063,326,973 △ 167,855,850

   純資産の部合計 2,734,926,595 2,819,744,133 △ 84,817,538

   負債及び純資産の部合計 4,877,472,692 4,883,440,490 △ 5,967,798

資産の部

純資産の部

負債の部
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（4）計算書の経年推移 

（単位：円）

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

学生生徒等納付金 1,322,500,000 1,527,360,000 1,646,585,000 1,702,035,000 1,870,065,000

手数料 24,562,700 30,022,400 26,530,700 30,789,500 33,805,141

寄付金 110,000 40,000 20,000 0 0

経常費等補助金 79,492 40,745,654 74,000,654 80,378,965 62,221,342

　国庫補助金 0 40,636,000 73,891,000 80,273,000 62,108,000

　地方公共団体補助金 79,492 109,654 109,654 105,965 113,342

付随事業収入 13,258,359 10,400,375 11,498,857 13,195,935 14,223,091

雑収入 3,919,141 7,718,372 7,778,620 7,838,699 7,674,056

教育活動収入計 1,364,429,692 1,616,286,801 1,766,413,831 1,834,238,099 1,987,988,630

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

人件費 897,244,199 1,047,005,166 1,240,469,232 1,280,946,383 1,322,713,664

　(内 退職給与引当金組入額) 13,239,500 30,732,000 31,945,000 34,524,000 44,312,000

教育研究経費 448,864,569 534,172,793 526,132,545 537,453,865 575,548,688

　(内 減価償却) 125,062,194 202,408,235 181,068,291 183,908,805 194,251,232

管理経費 106,344,647 137,920,684 164,100,686 161,260,122 161,480,757

　(内 減価償却) 6,916,938 7,487,146 7,723,494 8,073,393 7,866,239

徴収不能額等 775,000 775,000 0 2,919,500 2,625,000

教育活動支出計 1,453,228,415 1,719,873,643 1,930,702,463 1,982,579,870 2,062,368,109

△ 88,798,723 △ 103,586,842 △ 164,288,632 △ 148,341,771 △ 74,379,479

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

受取利息・配当金 278,532 207,856 16,447 13,631 14,274

教育活動外収入計 278,532 207,856 16,447 13,631 14,274

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

借入金等利息 13,118,085 9,424,645 8,831,176 8,509,617 8,126,996

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 13,118,085 9,424,645 8,831,176 8,509,617 8,126,996

△ 12,839,553 △ 9,216,789 △ 8,814,729 △ 8,495,986 △ 8,112,722

△ 101,638,276 △ 112,803,631 △ 173,103,361 △ 156,837,757 △ 82,492,201

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 1,566,508 90,365,673 400,615 2,814,199 5,528,651

特別収入計 1,566,508 90,365,673 400,615 2,814,199 5,528,651

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

資産処分差額 330,554 1,154,660 29,338 181,542 7,853,988

その他の特別支出 0 0 0 0 0

特別支出計 330,554 1,154,660 29,338 181,542 7,853,988

1,235,954 89,211,013 371,277 2,632,657 △ 2,325,337

△ 100,402,322 △ 23,592,618 △ 172,732,084 △ 154,205,100 △ 84,817,538

△ 503,776,108 △ 275,885,867 △ 131,876,642 △ 104,489,379 △ 83,038,312

△ 604,178,430 △ 299,478,485 △ 304,608,726 △ 258,694,479 △ 167,855,850

1,366,274,732 1,706,860,330 1,766,830,893 1,837,065,929 1,993,531,555

1,466,677,054 1,730,452,948 1,939,562,977 1,991,271,029 2,078,349,093

＜事業活動収支計算書＞

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

　　　　　　　　　教育活動収支差額

教
育
活
動
外
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支

収
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の

部

事

業

活

動

支

出

の

部

事

業

活

動

　　　　　　　　　教育活動外収支差額

経常収支差額

特
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収
支

収

入

の

部

事

業

活

動

支

出

の

部

事

業

活

動

　事業活動支出計

特別収支差額

　〔予備費〕

　基本金組入前当年度収支差額

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

（参考）

　事業活動収入計
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<資金収支計算書> （単位：円）

収入の部

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

学生生徒等納付金収入 1,322,500,000 1,527,360,000 1,646,585,000 1,702,035,000 1,870,065,000

手数料収入 24,562,700 30,022,400 26,530,700 30,789,500 33,805,141

寄付金収入 110,000 40,000 20,000 0 0

補助金収入 79,492 40,745,654 74,000,654 80,378,965 64,065,342

　国庫補助金収入 0 40,636,000 73,891,000 80,273,000 62,108,000

　地方公共団体補助金収入 79,492 109,654 109,654 105,965 1,957,342

資産売却収入 0 0 0 0 0

付随事業・収益事業収入 13,258,359 10,400,375 11,498,857 13,195,935 14,223,091

受取利息・配当金収入 278,532 207,856 16,447 13,631 14,274

雑収入 3,919,141 7,717,692 7,776,820 7,838,699 7,674,056

借入金等収入 0 925,000,000 0 50,000,000 0

前受金収入 642,166,500 722,972,750 733,353,500 794,039,000 874,251,000

その他の収入 90,848 811,409 8,362,112 25,798,961 24,768,629

資金収入調整勘定 △ 524,354,492 △ 644,368,654 △ 723,597,404 △ 736,425,965 △ 798,629,000

前年度繰越支払資金 1,516,843,862 699,940,453 679,151,578 644,197,114 677,349,346

収入の部合計 2,999,454,942 3,320,849,935 2,463,698,264 2,611,860,840 2,767,586,879

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

人件費支出 886,924,699 1,026,010,666 1,227,354,232 1,263,602,383 1,318,427,664

教育研究経費支出 323,802,375 331,764,558 345,064,254 353,545,060 381,297,456

管理経費支出 99,427,709 130,433,538 156,377,192 153,186,729 153,614,518

借入金等利息支出 13,118,085 9,424,645 8,831,176 8,509,617 8,126,996

借入金等返済支出 76,400,000 958,326,711 34,953,302 85,193,682 38,525,577

施設関係支出 891,919,600 993,600 2,533,680 2,499,120 41,800,128

設備関係支出 124,907,805 195,129,872 34,297,729 28,951,240 78,592,798

資産運用支出 4,116 100,204 10,204 204 204

その他の支出 73,503,834 207,803,283 95,939,317 105,847,873 99,109,850

資金支出調整勘定 △ 190,493,734 △ 218,288,720 △ 85,859,936 △ 66,824,414 △ 101,446,947

翌年度繰越支払資金 699,940,453 679,151,578 644,197,114 677,349,346 749,538,635

支出の部合計 2,999,454,942 3,320,849,935 2,463,698,264 2,611,860,840 2,767,586,879

<貸借対照表>

資　産　の　部

科　　　　　目
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

固定資産 4,432,082,202 4,510,139,347 4,358,962,252 4,200,963,275 4,115,969,597

　有形固定資産 4,331,135,950 4,406,708,744 4,255,254,455 4,096,691,454 4,011,015,200

　特定資産 70,643,643 70,643,847 70,644,051 70,644,255 70,644,459

　その他の固定資産 30,302,609 32,786,756 33,063,746 33,627,566 34,309,938

流動資産 717,886,566 691,564,544 656,186,920 682,477,215 761,503,095

資産の部合計 5,149,968,768 5,201,703,891 5,015,149,172 4,883,440,490 4,877,472,692

負　債　の　部
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

固定負債 1,037,906,868 1,172,574,618 1,131,799,272 1,081,652,340 1,044,101,914

流動負債 941,787,965 882,447,956 909,400,667 982,044,017 1,098,444,183

負債の部合計 1,979,694,833 2,055,022,574 2,041,199,939 2,063,696,357 2,142,546,097

純　資　産　の　部
平成27年度

(2015)
平成28年度

(2016)
平成29年度

(2017)
平成30年度

(2018)
令和元年度

(2019)

基本金 3,867,043,110 4,370,819,218 4,778,581,727 4,883,071,106 4,966,109,418

繰越収支差額 △ 596,366,853 △ 1,200,545,283 △ 1,804,632,494 △ 2,063,326,973 △ 2,231,182,823

純資産の部合計 3,270,676,257 3,170,273,935 2,973,949,233 2,819,744,133 2,734,926,595

負債及び純資産の部合計 5,250,371,090 5,225,296,509 5,015,149,172 4,883,440,490 4,877,472,692

支出の部

〔予備費〕
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（5）財務比率比較 

比 率 名 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

負 債 比 率 ２６．０％ ２５．６％ ２６．１％ ２６．０％ ２６．０％ 

純資産構成比率 ６１．６％ ６０．５％ ５９．３％ ５７．７％ ５６．１％ 

流動資産構成比率 １３．９％ １３．３％ １３．１％ １４．０％ １５．６％ 

流 動 比 率 ７６．２％ ７８．４％ ７２．２％ ６９．５％ ６９．３％ 

固定長期適合率 １０５.３％ １０４．４％ １０６．２％ １０７．７％ １０８．９％ 

前受金構成比率 ９１．７％ １０６．５％ １１３．８％ １１７．２％ １１６．６％ 

前 受 金 保 有 率 １０９．０％ ９３．９％ ８７．８％ ８５．３％ ８５．７％ 

繰越収支差額構成比率 △２３．３％ △２８．８％ △３６．０％ △４２．３％ △４５．７％ 

人 件 費 依 存 率 ６７．８％ ６８．５％ ７５．３％ ７５．３％ ７０．７％ 

借入金等利息比率 １．０％ ０．６％ ０．５％ ０．５％ ０．４％ 

教育研究経費構成比率 ３２．９％ ３３．０％ ２９．８％ ２９．３％ ２９．０％ 

基本金組入後収支比率 １７０．０％ １２０．９％ １１８．６％ １１４．９％ １０８．８％ 

学生生徒等納付金比率 ９６．９％ ９４．５％ ９３．２％ ９２．８％ ９４．１％ 

補 助 金 比 率 ０．０％ ２．４％ ４．２％ ４．４％ ３．１％ 

基本金組入比率 ３６．９％ １６．２％ ７．５％ ５．７％ ４．２％ 

人 件 費 比 率 ６５．７％ ６４．８％ ７０．２％ ６９．７％ ６６．５％ 

 


